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１．問題意識・研究背景

今日、障害者福祉領域における重要な課題

として、障害者自立支援法にもみられるよう

に障害者の就労が挙げられる。ハローワーク

における障害者の新規求職申込件数は、平成

１１年度は７６，４３２件であったが、年々増加し、

平成２１年度は１２５，８８８件、２２年度は１３２，７３４件

となっている。就職件数も平成１１年度は２６，４４６

件であったのが、平成１９年度は４５，５６５件で過

去最高を記録し、平成２０年度は４４，４６３件、平

成２１年度は４５，２５７件と不況の影響もあり平成

１９年度の過去最高の就職件数には及ばなかっ

たが平成２２年度は、５２，９３１件と再び過去最高

を記録した。特に近年、求職者の増加、就職

件数の増加が著しい精神障害者については、

平成１１年度の新規求職申込件数は４，２５５件、

就職件数は１，３８４件であったのが、年々増加

し、平成２２年度の新規求職申込件数は３９，６４９

件、就職件数は１４，５５５件と初めて知的障害者

の就職件数を上回った１。

また平成１０年７月より障害者雇用促進法で

定められている法定雇用率は、それまでの

１．６％から１．８％に上げられ、平成１６年の

１．４６％を底に年々上昇し、平成２２年６月にお

ける５６人以上規模の民間企業の障害者の雇用

率は１．６８％（対前年比で０．０５ポイント上昇）、

雇用率達成企業は４７．０％（対前年比で１．５ポ

イント上昇）となっている。障害者雇用人数

は３４２，９７３．５（前年度３３２，８１１．５人）と徐々に

増加しているものの依然として低く、さらに

障害別でみると精神障害は９，９４１．５人と全体

の障害者数の２．９％でしかない２。

精神障害者の就労が進まない原因として、

斎藤は①企業側の要因、②家族・援助者・当

事者側の要因を挙げている３。そのほかにも

法定雇用率の対象外であったことや精神保健

福祉法における社会復帰施設の整備の遅れや

施設機能が十分に果されなかったなど、制度・

サービスの提供が立ち遅れていたことも従来

より指摘されていた。住友は旧法の社会復帰

施設について「今後このあたりの整理は必要

になってくるかもしれない」４と述べており、

国も「精神保健医療福祉の改革ビジョン」５に

おいて、「精神障害者の雇用を促進するとと

もに、既存の授産施設等を継続的就労、就労
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移行支援、自立訓練、憩いの場と機能面から

再編する」と記し、現行の障害者自立支援法

の事業体系に活かされた。

家族・援助者・当事者側の要因については、

斎藤はさらに以前担当したケースから、当事

者の障害によるもの以外に、家族については

再発への不安が就労を支持しないこと、また

援助者も就労によるストレスにより再発を危

惧し、就職を再発のリスクとして捉えている

と指摘している６。

本研究においては、精神障害者の就労が進

まない原因として斉藤が挙げている②家族・

援助者・当事者のうち、援助者つまり精神障

害者の就労支援に関して自立支援や地域に即

した創意工夫、連携などを担う要職として期

待されている精神保健福祉士（以下 PSW）
が、なぜ阻害要因として挙げられているのか

を解明する。

２．消極的態度の定義、研究の視点

（１）消極的態度の定義

ここでは本研究における消極的態度を定義

するにあたり、就労の価値・意義および障害

者就労支援の動向を示す。

１）日本国憲法における勤労の権利・義務

日本国憲法第２７条「勤労の権利・義務」に

おいて、第一項「すべて国民は、勤労の権利

を有し、義務を負ふ」と定めており、この義

務については「一般に働く能力のある者は自

らの勤労によってその生活を維持すべきだと

いうこと」７であり、従って働く能力のある者

は、働く権利を有しており、精神障害者にお

いても当然当てはまるものである。

２）働くことの意義

相澤は尾高（『新稿職業社会学第一分冊』

福村書店、１９５３年）の定義を用いて、「職業」

を「個性の発揮、役割の実現、生計の維持の

３要素からなる人間の継続的な活動である」

と、その重要性を指摘している８。

また精神障害者の就労することの意義につ

いて江畑は Liberman，R．P．が示した１１の意
義（表１）の内容を目的によって分類してい

る。心理的意義として①⑥⑩⑪、精神機能回

①自己の尊厳と満足感と達成感を得る。

②仕事仲間と付き合い交流する機会を得る。

③仕事仲間と友達付き合いとなり、職場以外の場

で遊んだり、社交したりする機会を得る。

④仕事仲間や上役を観察することによって、間接

的に生活技術や問題解決の仕方を学ぶことがで

きる。

⑤計画された日程や課題をこなすことによって、

うつ気分、不安、精神病などの症状から気を紛

らわすことができる。

⑥十分な期間雇用されて達成感を得た後で、うつ

気分、不安、精神病が軽くなったならば、その

経験によって自信、自己評価、責任感、勇気、

未来への希望が大きくなる。

⑦仕事は集中力、記憶力、問題解決力、決断力を

必要とするので、仕事の経験は認知能力を改善

する。

⑧賃金を得ることは、日常生活で必要とするもの

を購入することができるので、それが就労する

ことの強化因子となっている。

⑨働くことはストレスと神経認知における脆弱性

に対する防御となっているので、再発を防止し

ている。

⑩「サラリーマン」であるとの立場、役割、身分

証明書を得ることによって、他人と会う時に対

等の感情をもち、臆することができない。

⑪回復して健康になり、普通にやっているという

感情や態度や行動をもつことができる。

表１ 就労することの意義

（Liberman，R．P ２００８年）１０

（出典 江畑敬介「専門職から見た就労支援の意義」『精

神科臨床サービス』第９巻２号、２００９年４月、P１７７�１７８）
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復訓練の意義として④⑤⑦⑨、社会的意義と

して②③⑨に分け、さらに江畑は、菅修の作

業療法の効果として示した、基本的欲求の充

足、身体的健康の増進、リカバリーの道の意

義もあるとした９。つまり、就労していない

ということは、これらが得られない状態であ

り、就労しないことによる不利益について十

分理解しておく必要があるということである。

３）ワーク・ライフ・バランスとDecent Work

近年わが国において「ワーク・ライフ・バ

ランス」１１の推進が図られており、内閣府は

「誰もが、仕事、家庭生活、地域活動、個人

の自己啓発など、様々な活動を自分の希望す

るバランスで実現できる状態」として、具体

的には①就労による経済的自立が可能な社会、

②健康で豊かな生活のための時間が確保でき

る社会、③多様な働き方・生き方が選択でき

る社会を目指すとしている。

さらに国際労働機関（以下、ILO）はDecent
Work「働きがいのある人間らしい仕事」を
推進しており、２００７年１２月３日の国際障害者

デーには、『ディーセント・ワークへの障害

者の権利 The right to decent work of per-
sons with disabilities』を発表し、国連障
害者の権利に関する条約と ILO基準の規定
を各国が実施するための情報源としてまとめ

るなど、国際的にも障害者の就労に対する意

識は高まってきている。

これまで、精神障害者の自己実現を目指し、

生活支援を担ってきた PSWは就労支援にお
いても、その役割の期待が益々高まっている。

上記１）２）３）から、就労支援における

PSWのあるべき態度を次のように定義する。

①生計を維持できる仕事、最低労働賃金が

適用となる仕事を目指す

②クライエントが希望する仕事（職種、給

与、時間などの諸条件）の獲得を目指す

したがって、①かつ②を目指さない支援態

度を「消極的態度」と定義する。

（２）研究の視点・仮説

支援者側の問題として、以下の点が精神障

害者の就労支援に対する消極的態度の構成要

素であると仮説する。

１）PSWの精神障害者の就労に対する意識、

自立概念の多様性

精神障害者の就労は疾病・病状の不安定さ

から就労が困難であるという見方、再発の危

険因子という見方、そして再発を繰り返す就

労支援体験から就労よりも「働かない権利」１２

が保障されることの大切さが主張されること

が少なくない。一般就労にこだわることなく

福祉的就労、仲間との交流やピアサポートな

どの新たな役割、これまでと違った生活を見

出すことが尊重されてきた。障害者基本法の

目的、理念にもある「障害者の自立と社会参

加」は、必要な支援を得て、豊かな地域生活

を送るという一般就労にこだわらない支援観

が主流であったように思える。即ち、PSW
が一般就労にこだわらず、消極的であればク

ライエントは就労への価値を見出しにくく、

就労することを目標としない状況に陥りやす

いとも言える。

２）適応論という支援者の労働観

また、これまでの障害者就労支援の実態と

して、授産施設から一般就労への移行率は

１．０％１３という調査報告があるように、福祉施

設から一般就労への極めて少ない移行状態が

あった。これには訓練を実施し、企業が求め

る人材を育てるという適応論が根底にあるた

め、企業の求める人材でなければ一般就労に

向けた支援を実施できなかった。この状況を

踏まえ、障害者自立支援法において就労移行

支援事業としてサービスを創設させたわけだ

が、一般就労の成功事例として近年、障害特
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性に応じた配慮、短時間、グループ就労など

が成果を見せている。本人にとって無理のな

い働き方を目指し、支援機関、ジョブコーチ

等の支援者によりマッチングが図られ一般就

労を実現しているが、先述した就職件数など

からも極めて限定的であり、マッチングの限

界を感じる。

３）クライエントの一般就労に対する消極的

態度への支援者の肯定

一般就労による高ストレスへの対処・再発

への不安、長期にわたる就職活動や挫折経験

など心身ストレスから就労意欲の低下がみら

れ、就労に向けての具体的な行動については

消極的になるクライエントは少なくない。こ

のことは授産施設等での保護的な環境に満足

したり、施設全体の一般就労に向けたプログ

ラムや他の利用者の就労に対しての高い意欲、

雰囲気などを避け作業内容、作業時間の緩や

かな事業所に移ることを希望するなど一般就

労以外の道を選択したりする。このようなク

ライエントの心境や目標変更についての相談

を受けた場合、上記１）２）なども背景にあ

り、さらに自己決定の尊重という原則により、

クライエントの就労に対しての消極的態度を

“肯定”する傾向があると考える。

３．研究の目的・意義

（１）目的

精神障害者の就労支援における PSWの消
極的態度の構成要素（上記の仮説）、消極的

態度が形成されるプロセスについて明らかに

する。

（２）意義

上記の目的が明らかにされることにより、

PSWの自らの就労支援実践を確認でき、求
められる態度を意識し、実践を行うことによ

り、精神障害者の一般就労が一層促進される

ことが期待できる。

４．研究の方法、調査概要

（１）調査対象

①インタビュー対象の所属機関の選定とし

て、研究の目的から以下の３つの機関を

インタビュー対象とした。精神科デイケ

ア、障害者自立支援法における就労移行

支援事業及び就労継続支援事業（Ｂ型）

の就労関連サービス事業所に所属する

PSW。
②就労に関する相談、支援を行った経験が

ある PSW。
以下、①の調査対象の選定にあたっての背

景、理由を示す。

＜精神科医療機関（精神科デイケア）＞

精神科デイケア等については、利用者のう

ち２０歳以上４０歳未満のものが３５％、４０歳以上

６５歳未満の者が５３％と、比較的若い年齢層の

利用が多くなっている。一般就労の支援を図

るなど精神障害者の地域生活を支える医療の

提供を充実する観点から、患者の症状やニー

ズに応じた機能の強化や分化を図っていくこ

とが課題となっている１４。デイケア等の利用

の目標に就労支援を行っているのは病院

３１．０％、診療所４１．６％であった１５。つまり、

多くの精神科デイケアにおいて就労支援の対

象となる若年者層の利用者が多く、またプロ

グラムを実施していることから調査対象とし

た。

＜就労移行支援事業＞

就労移行支援事業は、「就労を希望する６５

歳未満の障害者であって、通常の事業所に雇

用されることが可能と見込まれるものにつき、

生産活動、職場体験その他の活動の機会の提

供その他の就労に必要な知識及び能力の向上

のために必要な訓練、求職活動に関する支援、

その適性に応じた職場の開拓、就職後におけ

る職場への定着のために必要な相談その他の

22



必要な支援をする」とされており１６、一般就

労支援を対象としていることから調査対象と

した。

＜就労継続支援事業Ｂ型＞

就労継続支援事業Ｂ型は「通常の事業所に

雇用されることが困難であって、雇用契約に

基づく就労が困難である者に対して行う就労

の機会の提供及び生産活動の機会の提供その

他の就労に必要な知識及び能力の向上のため

に必要な訓練その他の必要な支援」１７とされ、

また「事業所内において、就労の機会や生産

活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）す

るとともに、一般就労に向けた支援」１８との位

置づけもあることから調査対象とした。

上記①②を満たす３事業・機関の PSWを
調査対象とし、それぞれ３名ずつの合計９名

にインタビューを実施した（表２）。なお、

今回の調査においては移行型単独事業所で精

神障害者を主として行っている事業所が少な

い事情からＢ型事業も行っている、いわゆる

多機能型事業所を対象とした。

表２ インタビュー対象者

対象者 事業所 所属
所属機関

経験年数

Ａ氏 Ⅰ Ｂ型事業所 ５年８ヶ月

Ｂ氏 Ⅱ デイケア １２年７ヶ月

Ｃ氏 Ⅲ
多機能

（移行・Ｂ型）
１３年６ヶ月

Ｄ氏 Ⅳ
多機能

（移行・Ｂ型）
１７年７ヶ月

Ｅ氏 Ⅴ Ｂ型事業所 １０年１１ヶ月

Ｆ氏 Ⅵ
多機能

（移行・Ｂ型）
７年７ヶ月

Ｇ氏 Ⅶ デイケア ３年８ヶ月

Ｈ氏 Ⅷ Ｂ型事業所 ４年９ヶ月

Ｉ氏 Ⅸ デイケア ６年９ヶ月

（２）調査方法・倫理的配慮

半構造化インタビューを実施し、了解を得

て ICレコーダーにより録音し逐語録を作成
した。質問項目は以下（３）の通りである。

なお、守秘義務、結果の公開など調査の取り

扱いについては文書にて説明し、了解を得た。

（３）質問項目

①基本情報

②一般就労支援の対象者となる条件

③就労支援における成功事例と失敗事例

（成功と失敗の基準）

④企業との交渉手段・内容・注意事項など

⑤クライエントが就労を断念した際の、支

援者としての意識・対応

⑥現在の就労支援施策、実践をどのように

評価しているか

⑦現状の支援・状況においては一般就労が

難しいと判断するクライエントが就労す

るために必要な方策、支援

⑧精神障害者が働くということについて、

どのように考えているか

以上、８つの項目を設定した。インタビュー

ガイドとして調査協力者にも渡した。

５．調査結果

（１）分析の枠組み

就労支援は①就労相談、②職業的訓練、③

就職活動支援、④就職後のフォローアップ、

というプロセスをたどり１９、また本研究では

精神障害者の就労支援における PSWの消極
的態度の構成要素、消極的態度が形成される

プロセス、それがクライエントに及ぼす影響

について明らかにすることを目的としている

ことから、就労支援プロセスと PSWの態度
を軸に分析を行った。

今回の分析対象は PSWの所属する３つの
機関の中で、一般就労支援を多く実施してい

る就労移行支援事業と就労継続支援事業Ｂ型

を併設する、いわゆる多機能施設に絞り込み、

多機能施設に所属する３名（Ｃ氏、Ｄ氏、Ｆ

氏）の PSWのインタビューに限定した。そ
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の理由は以下の通りである。就労移行支援事

業は、その事業目的として、就労に必要な知

識及び能力の向上のために必要な訓練を行い、

求職活動に関する支援、その適性に応じた職

場の開拓、就職後における職場への定着のた

めに必要な支援を行うものであり、これまで

の授産施設などでは不足していた一般就労に

向けた支援が展開されることが期待されてい

る。就労移行支援事業における支援者が消極

的態度を持つことは、結果として事業目的と

実際の支援における乖離が生じ、一般就労の

機会を奪うことにもなる。以上のことから、

本報告は現行制度および就労支援における中

心的事業を担っている就労移行支援事業所に

絞り込み、所属する PSW のインタビューか
ら、就労支援における態度の構成要素および

その態度形成プロセスを明らかにすることに

したものである。

（２）分析方法

インタビューの逐語録を作成した。分析は、

質的研究法の修正版グラウンデッド・セオ

リー・アプローチ（以下、M�GTA）を採用
する。

M�GTAが本研究に適している理由として
①援助が提供され、利用者も行為で反応する

直接的やり取り（社会的相互作用）に関係し、

人間行動の説明および予測に優れた理論であ

ること、②健康・生活問題を抱えた人々に専

門的に援助を提供するヒューマンサービス領

域に適しており、研究結果としてまとめられ

たグラウンデッド・セオリーがその解決や改

善に向けて実践的に活用されることが期待さ

れること、③支援者の就労支援に対する態度

が生成されるプロセスを明らかにすること、

の３点から適切であると考える。

（３）結果

就労移行支援事業と就労継続支援事業Ｂ型

における PSW の支援態度・プロセスを分析

したところ、表３に示したとおり３１概念９カ

テゴリーを生成した。また、結果図は図１の

通りである。

以下、分析結果として、PSWの支援態度・
プロセスおよびカテゴリーを構成している概

念について説明する。なお、本文中の下線

（ゴシック体）は概念、＜＞（ゴシック体）

はカテゴリー、� �は定義、「 」はデータか

らの引用つまりバリエーションを指している。

１）就労移行支援事業所所属のPSWの就労

支援態度・プロセス

就労移行支援事業と就労継続支援事業Ｂ型

に所属する PSWの就労支援の態度・プロセ
スは、＜PSWの共通態度＞＜スタートライ

ンに立てない＞＜周囲の意見＞＜スタートラ

インに立つ＞＜就労移行支援事業の実態＞

＜就労継続支援事業の光と影＞＜マッチング

でのPSWの課題＞＜企業の実態＞＜後ろ盾

となる支援＞の９つのカテゴリーから成り立っ

ている。

＜PSWの共通態度＞は、所属機関による

役割や業務内容を問わず PSW共通の態度で
あり、就労支援におけるプロセス①就労相談、

②職業的訓練、③就職活動支援、④就職後の

フォローアップ２０、に影響を及ぼしている。

就労支援においては、前述のとおり斎藤は

家族・援助者・当事者側の要因を挙げている

が２１、本研究においても＜周囲の意見＞とし

て＜スタートラインに立てない＞に影響して

いることが明らかになった。＜スタートライ

ンに立てない＞クライエントは、＜就労継続

支援事業所の光と影＞カテゴリー、つまり一

般就労支援の対象から外れることになる。

また＜スタートラインに立つ＞と一般就労

に向けての支援が展開されるが、＜就労移行

支援事業の実態＞から＜就労継続支援事業所

の光と影＞＜マッチングでのPSWの課題＞

があるために一般就労支援の対象から外れる。

また＜企業の実態＞は企業の多様性を示して
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表３ カテゴリー及び概念の生成結果と定義（就労移行支援事業所属のPSW）

カテゴリー 概 念 定 義

マ
ッ
チ
ン
グ
で
の
Ｐ
Ｓ
Ｗ
の
課
題

控えめに交渉
精神障害者の雇用や雇用に際して配慮してもらいたいことを主張したいが、採用をお願いするという立場であることから
PSWは低姿勢、下手に出ざるを得ないということ。

企業にメリット
を提示できない

精神障害者の雇用には、労働力になる、お金になる、イメージアップになるなど企業にメリットがあるということを主張
しなくてはならないが、提示できないということ。

Ｐ
Ｓ
Ｗ
の
共
通
態
度

就労支援は専門
外

PSWは一般企業で働いたことがなく、また就労支援の教育を受けていないので、クライエントが仕事に就くための必要な
スキルの獲得やマッチングの際に不都合が生じていること。

企業側に立つ
PSWの企業優位の考え方、適応論、人的資源論的な考え方は、法定雇用率を守っていないことは仕方が無いと考えたり、
また生産性の低い障害者は就労支援の対象外とする。

交渉・プレゼン
テーションが苦
手

PSWは企業と交渉する際、仕事においてやれること、やれないことなど必要な情報を伝えていくことが求められるが、う
まく説明できない。

リカバリーして
いることが成功

PSWはプライドを持てたり、ステップアップ・前進したことや自信が持て、本人が満足したとき、つまりリカバリー過程
を歩んでいることが成功であり、必ずしも就労することが成功ではないと考えていること。

障害に配慮した
個別の関わり

PSWはエンパワメント・アプローチ、ストレングスモデルを用い、クライエントとじっくり向き合い、丁寧に関わり、目
標や選択を増やすということ。

非就労志向
PSWは病気や症状に焦点をあて、無理をせず、あなたらしく生きるという支援目標を立て、働かなくて良いという考え方、
関わり方になっているということ。

就
労
移
行
支
援
事
業
の
実
態

就労支援の柱を
ずらす

PSWは本人のペースや思いを尊重するため、障害者が辛いと感じたりすると働くために必要なことをは求めず、就職させ
るという目標設定を低くしてしまっているということ。

移行支援事業所
の限界

就労移行支援事業所で相談から職場定着支援まで行うことが求められているが、マンパワー不足により、仕事に就くまで
はハローワーク、就職後の適時支援には他の社会資源の活用、連携をしなくてはいけない。

働くための支援
を行う就労移行
支援事業所

精神障害者も働けるという信念を持ち、働くことに消極的な人たちへ働くという意識を持ってもらい、職業準備性を高め、
企業に就職できるために機会、経験の提供、環境調整などを行っている。

移行支援事業所
が増えない

作業も行い、就職活動・定着支援も行わなくてはいけないことなどマンパワー不足になりやすく、運営的にも安定した事
業ではないため、手を出しにくい事業であるということ。

企業の実態

受け入れは悪く
ない

企業は障害者雇用に意外に楽観的で、拒否的な企業ばかりではない。

障害者雇用の消
極性

企業が持っている障害者イメージは能力が低く、そのため就労が継続できるようサポートしようとしてくれる。しかし、
それが雇用に対して構えてしまったり、負担となり、雇用を控えてしまうということ。

周囲の意見

後押しする家族 親が定年近くだったりすると、自立して欲しいという思いもあり、就職することに理解、協力的である。

家族の反対
家族は再発が怖いことから一般就労することを望まなかったり、障害を持っていたら仕事は出来ないと決めつけているこ
とから、就労することを望まないということ。

周囲の合意が必
要

本人が働きたいと意欲があっても、PSWが職業準備性が整っていないことから就職は難しいと判断していると、家族のほ
かにも主治医やハローワークの就職への同意や協力を条件とすること。

就労継続支
援事業所の
光と影

Ａ型の苦悩
最低賃金を払うために利用者の働く時間を短くしたり、最低賃金が払えず減額申請をしＢ型と変わらないような所もある。
また PSWも配置されていない所も多く、丁寧に関われず利用者が辞めてしまったり、Ｂ型に戻ってしまったりすること
もある。

一般就労の場と
してのＡ型

A型事業所は職員の配置条件など以前の福祉工場より手がけやすくなり、Ａ型が増えた。雇用契約を結んで働ける場所が
増え、クライエントにとっては選択肢が増えたということ。

Ｂ型は中途半端
Ｂ型は工賃も低く、保護的なため、一般就労するための訓練になっていない。自立支援法、制度的な問題もあるが、クラ
イエントが不利益を被っている。

居場所としての
Ｂ型

その人の能力に合わせ、安定して仕事を提供でき、居場所として必要とされているということ。

スタートラ
インに立つ

一般就労への意
欲

本人のやる気がないと就労しても続かないので、本人の一般就労への意欲が就労支援スタートの条件になっているという
こと。

障害を受け止
め、オープンで
就職活動

自分の病状を理解し、対処できることや、自分の障害を受け止め、それを隠さず求職活動をする人が就労支援の対象とな
り、クローズだと直接支援は行わないということ。

職業準備性が
整っている

病状が安定していて、挨拶ができることや、決まった仕事が規則的に継続的にできること、毎日来れることなど企業で働
ける職業準備が整っていること。

スタートラ
インに立て
ない

働かないことへ
の肯定

本人が就職活動に消極的な場合、無理強いさせても良い結果はうまれないだろうというから本人の自己決定を尊重し、働
かないということを尊重すること。

働かなくて良
い、働けないと
考えるクライエ
ント

働いた経験も乏しく、不安が強く自信を持てずに障害に逃避したり、再発し周りに迷惑をかけてしまうから働かない、働
けないと考えてしまうということ。

障害特性
精神障害の特性として病状の不安定さがあり、デイケアの利用なども必要になってくる。またモチベーションを維持する
ことが困難であること。

働けるというこ
とを知らない

サポートがあれば働けるのに、閉鎖的環境により働くイメージを本人が持てずにいる。働けないという偏見は支援者が作
り出し、社会も支援者も働けるということを知らない。

後ろ盾とな
る支援

教育問題・法制
度の未整備

日本の雇用率は低く、一般就労促進のためには合理的配慮の考え方が浸透していない。インクルージョン、ノーマライゼー
ション教育を行わないと限界があるということ。

制度活用の支援
者の不在

就労支援には制度がセットでなくては限界があるが、制度を前面に出して企業にアプローチする支援者がいない。

一般就労支援の
対象から外れる

就労支援の対象者になる人が就労移行支援事業を利用できないということ。
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おり、PSWにおいては多様な対応、交渉が
求められているが＜後ろ盾となる支援＞が不

十分なことにより、＜就労継続支援事業所の

光と影＞というプロセスをたどることが明ら

かになった。

２）周囲の意見

カテゴリー＜周囲の意見＞は、家族の反対、

後押しする家族の相反する概念と周囲の合意

が必要の３概念で構成される。家族の反対は

“家族は再発が怖いことから一般就労するこ

とを望まなかったり、障害を持っていたら仕

事は出来ないと決めつけていることから、就

労することを望まないということ”であり、

障害特性や働けるということを知らないがた

めに、一般就労を肯定的に捉えられないこと

が分かる。また後押しする家族は「うちのメ

ンバーは２０代後半から３０代前半くらいが多い」

（Ｄ氏）と述べられているように“親が定年

近くだったりすると、自立して欲しいという

思いもあり、就職することに理解、協力的で

ある”というように親の定年という限定的条

件がある。また“本人が働きたいと意欲があっ

ても、PSWが職業準備性が整っていないこ
とから就職は難しいと判断していると、家族

のほかにも主治医やハローワークの就職への

同意や協力を条件とすること”に定義される

ようにスタートラインに立つためには周囲の

合意が必要となっており、このことは、スター

トラインに立つためにクリアーしなくてはな

らない条件となっている。

３）スタートラインに立てない

カテゴリー＜スタートラインに立てない＞

は、働かないことへの肯定、障害特性、働か

なくて良い、働けないと考えるクライエント、

働けることを知らないの４つの概念で構成さ

れている。

“精神障害の特性として病状の不安定さが

あり、デイケアの利用なども必要になってく

る。またモチベーションを維持することが困

難であること”という障害特性は、“本人が

就職活動に消極的な場合、無理強いさせても

良い結果はうまれないだろうということから

本人の自己決定を尊重し、働かないというこ

とを尊重すること”という PSWの働かない
ことへの肯定を促す要因となっている。また、

障害特性は「病識がなくて、ちゃんと自分の

障害を受け止められない病気が精神の特性だ

と言われればそうかもしれない。その特性が

働くということを邪魔してきた」（Ｄ氏）と

述べられているように＜スタートラインに立

てない＞原因の１つとして捉えられている。

さらに“サポートがあれば働けるのに、閉鎖

的環境により働くイメージを本人が持てずに

いる。働けないという偏見は支援者が作り出

し、社会も支援者も働けるということを知ら

ない”と定義される働けるということを知ら

ないことと“働いた経験も乏しく、不安が強

く自信を持てずに障害に逃避したり、再発し

周りに迷惑をかけてしまうから働かない、働

けないと考えてしまうということ”により働

かなくて良い、働けないと考えるクライエン

トを作り出している。一般就労支援の＜スター

トラインに立てない＞クライエントは＜就労

継続支援事業所の光と影＞の就労継続支援事

業 B型などの福祉的就労の場に身をおき、
一般就労の対象から外れる。

４）スタートラインに立つ

カテゴリー＜スタートラインに立つ＞は、

一般就労への意欲、障害を受け止め、オープ

ンで就職活動、職業準備性が整っているの３

概念で構成される。

＜スタートラインに立つ＞ための条件とし

て“本人のやる気がないと就労しても続かな

いので、本人の一般就労への意欲が就労支援

スタートの条件になっているということ”と

定義される一般就労への意欲があることを１

つ目の条件としている。これは、先述の＜ス
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タートラインに立てない＞カテゴリーの働か

ないことへの肯定、つまり“本人が就職活動

に消極的な場合、無理強いさせても良い結果

はうまれないだろうということから本人の自

己決定を尊重し、働かないということを尊重

すること”という自己決定の尊重と無理強い

させても良い結果はうまれないだろうという

PSWの結果の予測を背景にしている。
障害を受け止め、オープンでの就職活動は

“自分の病状を理解し、対処できることや、

自分の障害を受け止め、それを隠さず求職活

動をする人が就労支援の対象となり、クロー

ズだと直接支援は行わないということ”を

＜スタートラインに立つ＞ための２つ目の条

件としている。このことは「自分の病状を理

解をして、どうサインを理解し、対処するか

ということを伝える作業をしているんですね。

なので最初のインテークの時に、そういうこ

とも聞きますし、自分の悪化した時、あとは

どう対処しているのか、誰に相談をするのか、

ということもちゃんと確認して、本人が自覚

できるように日々していかないと会社に行っ

た時、結局は潰れてしまいますので」（Ｄ氏）

と述べられているように、就職後もクライエ

ント自身が病状変化に対応することが求めら

れるものであると考えており、就職活動にお

いて直接的な支援が展開できないことが理由

として挙げられている。

３つ目の条件として、職業準備性が整って

いることで“病状が安定していて、挨拶がで

きることや、決まった仕事が規則的に継続的

にできること、毎日来れることなど企業で働

ける職業準備が整っていること”を挙げてい

る。「決まった仕事が、規則的にできること

とか。もちろん、継続性とか」（Ｃ氏）、「あ

の最低限のルールは、やはり毎日通って来れ

ること、挨拶ができること」（Ｄ氏）や「い

わゆる職業準備性みたいなところは一応あっ

て、あそこに書いてある一応決まりごとみた

いのがあるんですけど、あの辺が（壁に貼っ

ている）そこそこできる」など、３氏とも企

業で働くためには最低限の準備を整えておく

必要があることを述べている。

この＜スタートラインに立つ＞ことにより

就職活動支援が展開され、＜スタートライン

に立つ＞ための支援として就労移行支援事業

所等を利用することが望まれている。

５）就労移行支援事業の実態

カテゴリー＜就労移行支援事業の実態＞は、

働くための支援を行う就労移行支援事業所、

就労支援の柱をずらす、移行支援事業所の限

界、移行支援事業所が増えない、の４つの概

念で構成される。

まず、“精神障害者も働けるという信念を

持ち、働くことに消極的な人たちへ働くとい

う意識を持ってもらい、職業準備性を高め、

企業に就職できるために機会、経験の提供、

環境調整などを行っている”働くための支援

を行う就労移行支援事業所は、＜スタートラ

インに立つ＞ための支援を行う事業所として

期待されているものの、“作業も行い、就職

活動・定着支援も行わなくてはいけないこと

などマンパワー不足になりやすく、運営的に

も安定した事業ではないため、手を出しにく

い事業であるということ”から、就労継続支

援事業所の６，００４事業所に対して就労移行支

援事業所は２，０５７事業所２２と移行支援事業所が

増えないという問題を抱えており、就労移行

支援事業所の利用を制限している。また“就

労移行支援事業所で相談から職場定着支援ま

で行うことが求められているが、マンパワー

不足により、仕事に就くまではハローワーク、

就職後の適時支援には他の社会資源の活用、

連携をしなくてはいけない”という移行支援

事業所の限界がある。そして＜PSWの共通

態度＞カテゴリーにも属しているが�PSWは
本人のペースや思いを尊重するため、障害者

が辛いと感じたりすると働くために必要なこ

とをは求めず、就職させるという目標設定を
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低くしてしまっているということ”と定義さ

れる就労支援の柱をずらすという事態も引き

起こしており、結果として職業準備性が整っ

ていることという＜スタートラインに立つ＞

ための条件を PSW自身が阻んでしまってい
ることもあり、就労移行支援事業所の役割は

大きく期待されているものの、課題を抱えて

いることが明らかになった。

６）就労継続支援事業所の光と影

障害者自立支援法における就労支援事業所

には、就労移行支援事業および就労継続支援

Ａ型・Ｂ型がある。カテゴリー＜就労継続支

援事業所の光と影＞には、居場所としてＢ型、

Ｂ型は中途半端、一般就労の場としてのＡ型、

Ａ型の苦悩の４つの概念から成る。

居場所としてＢ型は、“その人の能力に合

わせ、安定して仕事を提供でき、居場所とし

て必要とされているということ”で、その役

割について評価されている一方、“Ｂ型は工

賃も低く、保護的なため、一般就労するため

の訓練になっていない。自立支援法、制度的

な問題もあるが、クライエントが不利益を被っ

ている”ことからＢ型は中途半端であるとい

う厳しい評価がなされており、先述の通り数

的にも圧倒的に多いことからも、事業内容や

サービスの提供内容についての整理・検討が

求められていると言える。また一般就労の場

としてのＡ型は“Ａ型事業所は職員の配置条

件など以前の福祉工場より手がけやすくなり、

Ａ型が増えた。雇用契約を結んで働ける場所

が増え、クライエントにとっては選択肢が増

えたということ”で高い評価を得ているもの

の、“最低賃金を払うために利用者の働く時

間を短くしたり、最低賃金が払えず減額申請

をし、Ｂ型と変わらないような所もある。ま

た PSWも配置されていない所も多く、丁寧
に関われず利用者が辞めてしまったり、Ｂ型

に戻ってしまったりすることもある”と実際

の運営や支援におけるＡ型の苦悩も明らかに

なった。職員の配置基準や利用人数・利用日

数による運営費収入などの制度上の問題も指

摘でき、制度上の改善も必要である。

就労移行支援事業所を利用できずにいたり、

就労継続支援事業Ｂ型に滞留している現状な

どから、一般就労支援の対象から外れる＜ス

タートラインに立てない＞状況を生み出して

いる。

７）マッチングでのPSWの課題

カテゴリー＜マッチングでのPSWの課題＞

は、交渉・プレゼンテーションが苦手、企業

側に立つ、企業にメリットを提示できない、

控えめに交渉、就労支援は専門外、の５つの

概念で構成される。

企業側に立つ、交渉・プレゼンテーション

が苦手、就労支援は専門外の３つの概念は

＜PSWの共通態度＞カテゴリーにも属して

おり、PSWの支援態度として所属機関によ
らないもので、就労支援においては阻害要因

として挙げられるものになっている。

企業側に立つは�PSWの企業優位の考え方、
適応論、人的資源論的な考え方は、法定雇用

率を守っていないことは仕方が無いと考えた

り、また生産性の低い障害者は就労支援の対

象外とする”ことであり、＜スタートライン

に立つ＞ための職業準備などにも大きく影響

する。さらにこの意識は、“精神障害者の雇

用や雇用に際して配慮してもらいたいことを

主張したいが、採用をお願いするという立場

であることから PSWは低姿勢、下手に出ざ
るを得ないということ”と定義される控えめ

に交渉するという態度につながる。また就労

支援は専門外という意識は�PSWは一般企業
で働いたことがなく、また就労支援の教育を

受けていないので、クライエントが仕事に就

くための必要なスキルの獲得やマッチングの

際に不都合が生じていること”であり、PSW
の持つ企業イメージや実際求められる職業上

のスキルなどが異なっている可能性もあり、
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確認することが求められる。

また交渉においては�PSWは企業と交渉す
る際、仕事においてやれること、やれないこ

となど必要な情報を伝えていくことが求めら

れるが、うまく説明できない”という交渉・

プレゼンテーションが苦手であるという課題

があり、これは“精神障害者の雇用には、労

働力になる、お金になる、イメージアップに

なるなど企業にメリットがあるということを

主張しなくてはならないが、提示できないと

いうこと”である企業にメリットを提示でき

ないということにもつながっていて、制度活

用の支援者の登場の期待、つまり＜後ろ盾と

なる支援＞制度活用の支援者の不在という認

識にいたっている。

控えめに交渉、企業にメリットを提示でき

ないという課題は次に述べる＜企業の実態＞

に対して、対応できていないということであ

り、今後就労支援を進めていく上、これらの

課題に取り組んでいくことが求められる。

８）企業の実態

カテゴリー＜企業の実態＞は、受け入れは

悪くない、障害者雇用の消極性の２つの対立

する概念で構成され、就職活動及び定着支援

時に影響を及ぼしている。受け入れは悪くな

いは、「『まあやってみましょう』というのが

多かったので、大きく苦労はしていないんで

すが、（中略）『じゃあ、それが出来たら大丈

夫でしょう』という形で、精神障害があろう

がなかろうが、こちらがこの仕事をしてくれ

れば大丈夫だからという企業さんが多くって」

（Ｄ氏）、「切られてもしょうがない病状では

あるけれども、どうですか？と聞いたら『雇

用します』というので、じゃそのままお願い

しますというパターンですね」（Ｆ氏）とい

うエピソードから“企業は障害者雇用に意外

に楽観的で、拒否的な企業ばかりではない”

ということである。また一方では“企業が持っ

ている障害者イメージは能力が低く、そのた

め就労が継続できるようサポートしようとし

てくれる。しかし、それが雇用に対して構え

てしまったり、負担となり、雇用を控えてし

まうということ”と定義される障害者雇用の

消極性もあるが、企業の障害者雇用に対して

の前向きな姿勢もうかがえる。企業の障害者

雇用に関する多様性がみられるが、障害者雇

用の消極性に目を向けてしまう傾向もあり、

企業の多様性に対して対応していくことが求

められる。

９）後ろ盾となる支援

＜後ろ盾となる支援＞は、教育問題・法制

度の未整備と制度活用の支援者の不在の２つ

の概念から構成されている。

現在、障害者の就労支援を促進するための

法律として障害者の雇用の促進等に関する法

律（以下、障害者雇用促進法）があるが、

“日本の雇用率は低く、一般就労促進のため

には合理的配慮の考え方が浸透していない。

インクルージョン、ノーマライゼーション教

育を行わないと限界があるということ”と定

義される教育問題・法制度の未整備により、

就労が促進されないという、いわば個別に就

労支援をすることの限界を感じている。また、

実際の支援においても“就労支援には制度が

セットでなくては限界があるが、制度を前面

に出して企業にアプローチする支援者がいな

い”というように制度活用の支援者の不在を

嘆いており、一般就労促進のためには＜後ろ

盾となる支援＞の充実を PSWは求めていた。
＜後ろ盾となる支援＞がないことにより、一

般就労できず就労継続支援事業を利用する状

況を生み出している。

１０）PSWの共通態度

カテゴリー＜PSWの共通態度＞は、非就

労志向、就労支援の柱をずらす、リカバリー

していることが成功、障害に配慮した個別の

関わり、交渉・プレゼンテーションが苦手、
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企業側に立つ、就労支援は専門外、の７つの

概念で構成され、就労支援におけるプロセス

①就労相談、②職業的訓練、③就職活動支援、

④就職後のフォローアップ２３に影響を及ぼし

ていている。

まず、就労支援のプロセスの相談や準備・

訓練時に主に大きく影響しているのが非就労

志向で、「病院にいたら、良いよ、無理しな

くてっていう無理をしないレベル。それで病

気、生活保護、働かなくて良い…。だって、

許していたじゃないですか。これ以上働いた

ら保護が切れてしまうから、これ以上働かな

い。そうだよね、無理して働かなくても良い

よね。そこ出来ているんだからね、みたいな。

まずそこが１点ですよね。後はそういう人間

関係で疲れて病気になったんだから、また働

いたら同じようにストレスが掛かって無理だ

よ、というのもありますよね」（Ｄ氏）「で、

日本では生保ですけども、それで自分の好き

なことをやっていれば、あなたらしく暮らせ

てますよね。それを福祉の人が容認している

ような気がするんですよ。それもあり、確か

にありですよ」（Ｆ氏）と述べられているよ

うに�PSWは病気や症状に焦点をあて、無理
をせず、あなたらしく生きるという支援目標

を立て、働かなくて良いという考え方、関わ

り方になっているということ”で、＜周囲の

意見＞の家族の反対、周囲の合意が必要に影

響を及ぼし、さらに＜スタートラインに立て

ない＞の働かないことへの肯定がなされ、就

労継続支援事業所等に滞留することにつなが

り、一般就労支援の対象から外れるという事

態に陥る。また、非就労志向は�PSWはプラ
イドを持てたり、ステップアップ・前進した

ことや自信が持て、本人が満足したとき、つ

まりリカバリー過程を歩んでいることが成功

であり、必ずしも就労することが成功ではな

いと考えていること”と定義されるリカバリー

していることが成功とも影響を及ぼしあって

いる。「ここに来る時というのは、もう上手

くいかなくって、社会の中でやられてという

か、ダメージを受けて、自信もなくなって来

る方が多いんですよね、でも、それが一年と

かやっているうちに、働きたいと思えて実際

に行動を移したということに関しては、その

後、上手く話が進まなかったとしても、それ

は良かったと思えますね」（Ｃ氏）、「成功か

失敗かというのは、きれいごとのようですが、

本人が満足しているかどうかですね。なので、

本当に一般企業で働いたから成功とか、Ａ型

だから△とかということではなくて、本人が

満足しているかどうか、しか僕は考えていな

いですね」（Ｆ氏）と述べられているように、

就労に向けて取り組んだことに対して、就労

したという結果以外も肯定的に評価していて、

就労継続支援事業所の利用なども促進させて

いる要素であると言える。

また障害に配慮した個別の関わりとは“エ

ンパワメント・アプローチ、ストレングスモ

デルを用い、クライエントとじっくり向き合

い、丁寧に関わり、目標や選択を増やすこと

が PSWの役割”のことで、PSWが支援に
入っている場合は就労を促進するものと期待

されているが、「要はその客観的物事の捉え

方が弱い。主観なり感情、情緒はワーカーの

ほうが強いけど、客観性とかは目茶苦茶低い

と思うので」（Ｄ氏）と述べるように“本人

のペースや思いを尊重するため、企業に合わ

せるための訓練はせず、就職させるという目

標設定を低くしてしまっている”と定義され

る就労支援の柱をずらすという課題も抱えて

いるということである。

交渉、プレゼンテーションが苦手、企業側

に立つ、就労支援は専門外は、先述の通り７）

マッチングでの PSWの課題で、主に就職活
動や定着支援の際に影響を及ぼしており、就

労支援を担う PSWの課題である。
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６．考察

（１）結果図から見えるプロセスの特徴

精神障害者の就労支援プロセスは先述の通

り①就労相談、②職業的訓練、③就職活動支

援、④就職後のフォローアップ２４、で示され、

本研究の結果図（図１）においてもそのプロ

セスに対応させている。就労支援の対象とな

る＜スタートラインに立つ＞ためには、３つ

の条件が揃っている必要がある。特に一般就

労への意欲があることについては＜周囲の意

見＞が影響しており、対象者がかなり狭めら

れ、多くの精神障害者が＜スタートラインに

立てない＞状況に陥っており、就労継続支援

事業所に滞留するなど、一般就労支援の対象

から外れるということである。また、PSW
の共通態度の１つである非就労志向は、この

＜周囲の意見＞＜スタートラインに立てない＞

に影響を及ぼしており、PSWが一般就労を
阻んでいる要因の１つと考えることが出来る。

＜スタートラインに立つ＞ためには＜就労

移行支援事業の実態＞カテゴリーにあるよう

に働くための支援を行う就労移行支援事業を

利用することにより、その３つの条件がクリ

アーできる可能性もあるが、就労支援の柱を

ずらす、就労移行支援事業所が増えないなど

課題がある。＜スタートラインに立つ＞こと

により、③就職活動支援、④就職後のフォロー

アップ、などが展開されていくが＜マッチン

グでのPSWの課題＞により、PSWが一般
就労を阻害している要因が明らかになった。

換言すれば、交渉・プレゼンテーションが苦

手、企業側に立つ、企業にメリットが提示で

きない、控えめに交渉、就労支援は専門外な

どが変容すれば、就労は促進される。

以下、今回の研究、結果図から明らかになっ

た特徴を示す。

１）多くの精神障害者が就労支援のプロセス

である①相談、にも至らなく、その状況

を生み出す一つの要因として PSWの非
就労志向、就労支援の柱をずらす、リカ

バリーしていることが成功がある。

２）就労移行支援事業は、移行支援事業所の

限界があったり、移行支援事業所が増え

ないなどの課題はあるが、スタートライ

ンに立つための支援を行っており、一般

就労支援の核であり、就職を希望する精

神障害者は増える。

３）＜マッチングでのPSWの課題＞は＜PSW

の共通態度＞と重なる概念が多く、これ

らの変容により、一般就労支援が円滑に

行われ、一般就労が促進されると期待で

きる。

（２）PSWの消極的態度の構成要素

本研究においては、① PSWの精神障害者
の就労に対する意識、自立概念の多様性、②

適応論という支援者の労働観、③クライエン

トの一般就労に対する消極的態度への支援者

の肯定、を PSWの就労支援に対する消極的
態度の構成要素であると仮説したが、それぞ

れ検証する。

１）PSWの精神障害者の就労に対する意識、

自立概念の多様性

＜PSWの共通態度＞カテゴリーを構成し

ている非就労志向およびリカバリーしている

ことが成功といった概念より、＜周囲の意見＞

に影響し、働かないことへの肯定など＜スター

トラインに立てない＞クライエント、そして

一般就労支援の対象から外れるクライエント

を生み出している。こういった一連の支援の

中での評価として、リカバリーしていること

が成功と捉え、就労できたか否かということ

でなく、ステップアップしたか、本人が満足

しているかということが基準となっている。

このことは本来、就労移行支援事業の PSW
はゴールを一般就労として評価をしていくこ

とが求められ、期待されているが、一般就労
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にこだわらない姿勢につながっていると言え、

本仮説は支持された。

就労支援を進めるにあたって、働くことを

希望する当事者にとっては、働くこと＝自立

という関係が成立している。しかしながら、

働くことを希望していない、つまり＜スター

トラインに立てない＞精神障害者にとっては、

働くこと＝自立とは限らない。このことは、

他の言葉を用いるならば、「働く権利」と

「働かなくてもよい権利」２５の議論になる。

労働市場において働かない、あるいは働けな

い状況にあっても、その人なりの生き方や役

割、価値を見出し、自己実現を果たすことが

あり、社会的役割（その人なりの社会貢献）

を働くという概念で包含しており、リカバリー

概念にも共通している意識と言えよう。

「リカバリー」とは、「精神障害を含む、

生活上の困難を抱えた人自身が納得する生き

方を実現していく主観的なプロセス」２６であ

る。また、野中はボストン大学リハビリテー

ションセンターの Spaniolらが使用している
リカバリー教育のワークブックからリカバリー

過程を①ショック、②否認、③抑うつ・絶望・

悲嘆、④怒り、⑤受容・希望・有用性、⑥対

処、⑦権利擁護・エンパワメントの各段階２７、

と説明している。リカバリー概念は、精神障

害者本人の手記や語りから中心に広まってき

た概念であり、その定義は、これまでの専門

家が一方的に提唱するものとは違い、当事者

それぞれが、それぞれの価値観に基づいて、

希望や夢を持つことや人としての権利を得る、

感じられるなど、本来、人として当たり前で

あるべきことが起こっていることなのである。

従って、支援計画で示すようなものではなく、

支援計画の目標が達成できたにしろ、達成で

きなかったにしろ、その結果に本人が満足し

ているか納得しているかが、リカバリー概念

での評価となる。つまり先述のとおり、働け

ない状況であっても、その人なりの生き方や

役割・価値というものは多様な自立概念となっ

て、それに向けて歩んでいることや自己実現

を果たし満足していることが PSWの評価と
なっている。一般就労の支援者としてはリカ

バリー概念に基づいた評価だけでなく、客観

的な支援結果、つまり就労したか否かについ

て評価していく必要があると思われる。

２）適応論という支援者の労働観

これまでの精神障害者の就労支援の実態と

して、福祉施設からきわめて少ない一般就労

への移行状態があった。これには訓練を実施

し、企業が求める人材を育てるという適応論

が根底にあるため、企業の求める人材でなけ

れば一般就労に向けた支援を実施できなかっ

たわけである。

＜スタートラインに立つ＞カテゴリーにあ

る障害を受け止め、オープンで就職活動する

ことや就職した際、支援介入しやすく企業に

対応しやすいということであり、職業準備性

が整っていることは、企業が求める人材をマッ

チングさせるという構造が明らかになった。

また＜PSWの共通態度＞＜マッチングで

のPSWの課題＞カテゴリーにある、企業側

に立つ、控えめに交渉は PSWが持っている
企業観というものが大きく影響しており、本

仮説も支持された。

企業と労働者の関係において、企業優位で

ある現実があり、労働者は使用者である企業

に対して不利な立場にある。労働の目的は、

生計を立てるための物的報酬を得ることであっ

たが、現在はそれ以上の価値を欲している。

１９世紀の第一次産業を主導的産業部門とし

ていた前工業社会、製造業である第二次産業

がメインだった工業社会を経て、現在は第三

次産業といわれる情報・通信業、サービス・

流通業、金融・保険・不動産業、観光・娯楽

業などを主導的な産業部門とし、専門職、管

理職、技術職およびサービス業に携わる雇用

者たちに支えられてきた。２１世紀に入り、地

球温暖化や地球資源の有限性などが指摘され
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始め、近年は「低炭素産業社会」と称される

など、産業構造の転換、社会構造の変化が起

きている２８。脱工業社会までの企業は自由市

場主義の流れの中で、企業の利潤追求と成果

主義により効率の追求がなされてきていた。

つまり、能力の高い人のほうを求めるという

わけであり、ハンディキャップを抱えた障害

者の雇用は、そのような構造の中では、当然

排除されやすい立場におかれてきていた。つ

まり、こういった企業が求める生産性の高い、

企業基準に合った人のみが、企業に採用され

るというきわめて厳しい条件の下、就労支援

が展開されていたと言わざるを得ない。

また、就労支援の実践においては＜企業の

実態＞として企業の受け入れは悪くないにみ

られるように、実際にはハードルが低いこと

もあるが、例外として扱い、他の支援におい

てこの例外を期待することはなく、固定した

企業観を持ち続けている。また、こういった

企業が求める人材をマッチングすることの限

界を感じているが、企業に対する態度を変容

させること無く、＜後ろ盾となる支援＞制度

活用の支援者の不在など制度活用の支援者の

登場の期待していることが分かった。

また職業準備性を整っていることについて

も、出来ているか、出来ていないかという評

価をしやすく、注意が必要であろう。安定し

た職業生活のためには、基本的労働習慣、対

人技能、日常生活管理、疾病管理などが重要

である。近年注目を浴びている IPS（Individ-
ual Placement and Support個別職業紹介と
サポートによる援助つき雇用プログラム）の

登場、そして各地での実践は、従来の「訓練

してから就職」という考え方から、「就職し

てからの継続的な支援」という発想の転換を

促した２９。しかしながら、職業準備性の向上

は雇用場面だけの支援だけで良いかという問

いには、慎重な対応が求められることが日本

における支援システムの現状である。アメリ

カで発展した IPSは、働き始める当初から、

精神医療保健や福祉の専門家がチームを組み、

症状などに対する支援も行っている。このよ

うな支援体制が整っていない日本においては、

相澤は「健康管理面についてのある程度の整

理は必要」３０として、「健康管理に関する支援

を医療保健機関で行いながら、職業リハビリ

テーション機関と連携を取って雇用支援を行

うことが望ましい」３１としていると中川の主

張を支持している。職業準備訓練の評価にお

いては、厚生労働省が平成１８年に発表した

「就労移行支援のためのチェックリスト」３２が

ある。独立行政法人高齢・障害者雇用支援機

構が作成したもので、Ⅰ日常生活、Ⅱ働く場

での対人関係、Ⅲ働く場での行動・態度、ほ

か参考チェック項目という質問項目で構成さ

れ、いわゆる職業準備訓練の対象としている

ものである。このようなツールを利用する際、

出来ているか、出来ていないかという評価に

使用され、出来ていない場合は訓練をして出

来るようになってからという支援に陥りやす

いということである。出来ていないなら、ど

うサポートするかという視点でこういったツー

ルを活用することが求められている。

３）クライエントの一般就労に対する消極的

態度への支援者の肯定

＜スタートラインに立てない＞カテゴリー

にある障害特性と働かなくて良い、働けない

と考えるクライエントは、“本人が就職活動

に消極的な場合、無理強いさせても良い結果

はうまれないだろうということで本人の自己

決定を尊重し、働かないということを肯定す

る”という PSWの働かないことへの肯定を
促す要因となっており、本仮説は支持された。

障害特性においては“精神障害の特性とし

ての病状の不安定さがありデイケアの利用な

ども必要になってくる。またモチベーション

を維持するが困難であることも就労支援を難

しくさせている”とあるように、モチベーショ

ンの維持は大きな課題といえよう。働きたい
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気持ちが就労支援のスタートとなるが、長く

療養生活を送っていたり、福祉的就労の場や

デイケアなど慣れ親しんだ生活を変化させる

ようなことは、難しいことである。例え、そ

れまでの生活を続けることを望んでいなくて

でもある。精神障害を持ち、ハンディキャッ

プを抱え、障害を持つ前の夢や症状が出現し

ているさなかであったり、再発の危険が伴う

ような場面で自己決定の機会を奪われたりす

ると「『働きたい気持ち』と『働きたくない

（働くことが不安）気持ち』の両価的（アン

ビバレント）な感情」３３が入り乱れるときが

ある。また、「働きたい気持ち」を持ってい

ても、それを表明せず、諦めてしまっている

こともあるのではないだろうか。PSWはこ
のクライエントのモチベーションをどう扱う

か、どのステージにあるのかを見間違え、不

適切な支援をする可能性があることに注意す

る必要がある。ACT�IPSセンターの香田は
「モチベーションとは、目標や目的に向かう

行動を立ち上げる力のようなものだろう。そ

れは、その人の内にある内的動因（欲しいと

いう気持ち・欲求）と、その人の外にある外

的誘因（欲しいと思わせるもの・目標）とい

う、２つの要因の組み合わせから成り立って

いる」３４と述べている。その上で、香田はモ

チベーションに影響を与えているものとして、

①本人の「働きたい」を支援者が邪魔してい

ないか：利用者の失敗する権利、自らの経験

を学ぶ権利を奪ってはいけない、②希望の伝

達、③パートナーシップ・ストレングスの視

点、の３つを挙げている３５。特に①について

は、専門家が「この人は働ける、この人はま

だ早い、この人は作業所のほうが向いている、

この人は一般就労は難しい…」などと発言す

るのを聞く機会が多いと警鐘を鳴らす。就労

することに支援が必要であるからこそ、就労

支援を利用している当事者にとってモチベー

ションが低下しているときや病気が再発した

ときにこそ、支援の継続が重要であり、その

時こそ、ストレングスに注目し、支援をする

ことが重要であると述べている。

また、クライエントのモチベーションの維

持が困難に陥った際の心境や目標変更につい

ての相談を受けた場合、自己決定の尊重とい

う原則により、働かないことへの肯定がなさ

れている。PSWは自己決定を原則として扱っ
ている。本研究における就労支援においても、

当然ながら、この原則を用いて支援を展開し

ていることが基本であろう。就労支援の場面

では、「働く」か「働かない」かの希望を、

まずは自己決定という原則に照らし合わせて

対応している。上述のモチベーションの維持

という点からも、PSW として自己決定につ
いての判断をしている。斉藤は「社会福祉ニー

ズと自己決定は相反する決定を行う場合が少

なからずあり、客観的に当事者の有利になる

ことや、『望ましさ』を提示しても、不利か

つ不合理な『自己決定』を行ってしまう場合

があるためである」３６と、社会福祉ニーズと

自己決定の関連を整理する必要性について述

べている。現場の援助でとられている基本的

な対応として①「当事者のためになるから」

と代理して決定している、②「自己決定だか

ら」と、表出された欲求のみを採用し、表出

されない欲求は介入しない、の２つを示し、

それぞれ①をパターナリズム、②をリバタリ

アニズム的自己決定様式として批判的に考察

している。斉藤は３つ目の自己決定様式とし

て立岩の「緩い自己決定」が中心概念の福祉

リベラル的自己決定様式を提示している３７。

立岩は「緩い自己決定」の条件として①自己

決定は個々人がうまく生きて行くための一つ

の手段であること、②「それまで決められな

かった人が『人並み』に決めることができる

ようになることを認めること」という価値規

範の存在、③存在と存在の条件が自己決定に

は不可欠であること、④危険を侵す自由（侵

さない自由）、決定しないことの自由も保障

されなくてはならない、⑤他者との関わりに
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よる自己決定を認める、⑥気に入らない商品

を返品できるのと同じに、思い通りの結果が

得られなかったら、何度でも選び直せること。

つまり、１回の結果で全て責任を負わなくて

良いこと、⑦選択の幅や条件を整えること、

と７つ挙げている３８。

精神障害者の就労支援の実践においては、

障害特性である高ストレス、再発の危険性と

自己決定をどのように取り扱っていくのか、

意識的な対応が求められ確認していく作業が

必要である。

（３）一般就労を阻む他の要素

＜就労移行支援事業の光と影＞に見られた

ように、Ａ型事業所およびＢ型事業所の実態

が明らかになった。就労移行支援事業所を利

用することにより、就労促進が期待されると

ころであるが、それぞれの事業内容やサービ

スの提供内容についての整理・検討が求めら

れていることが本研究からも明らかになった。

また、＜PSWの共通態度＞である就労支

援は専門外という意識は、就労支援の柱をず

らすなど＜スタートラインに立てない＞状況

を作り出し、さらに＜後ろ盾となる支援＞を

期待し、個別の就労支援の限界ということで

支援の免責が行われているとも捉えることが

できる。

８．結論

本研究では、就労移行支援事業に所属する

PSWへのインタビューから、PSWの消極的
態度の構成要素と消極的態度が形成されるプ

ロセスについて明らかにすることを目的とし、

M�GTAにより分析を行い、結果図を作成し
た。

この図は＜PSWの共通態度＞＜スタート

ラインに立てない＞＜周囲の意見＞＜スター

トラインに立つ＞＜就労移行支援事業の実態＞

＜就労継続支援事業の光と影＞＜マッチング

でのPSWの課題＞＜企業の実態＞＜後ろ盾

となる支援＞の９つのカテゴリーから成り立っ

ており、就労移行支援事業所に所属する PSW
の就労支援に関する消極的態度の構成要素の

関連とそのプロセスが明らかになった。その

結果図から明らかになった特徴としては、

１）多くの精神障害者が＜スタートラインに

立てない＞状況であり、その状況を生み出

す要因として PSWの非就労志向、就労支
援の柱をずらす、リカバリーしていること

が成功という態度がある。

２）就労移行支援事業は、制度上の課題を抱

えているが、＜スタートラインに立てない＞

クライエントを＜スタートラインに立つ＞

ための支援を行っている一般就労支援の核

であり、一般就労を希望する精神障害者が

増え、一般就労が促進されることが期待で

きる。

３）＜マッチングでのPSWの課題＞は＜PSW

の共通態度＞と重なる概念が多く、これら

の変容により、一般就労支援が円滑に行わ

れ、一般就労が促進されると期待できる。

が挙げられた。

従って、PSWの消極的態度の構成要素に
ついては、一般就労支援の中心的役割を担っ

ている就労移行支援事業所に所属する PSW
においても、仮説は本調査からも支持される

結果となった。また、一般就労を阻む他の要

素として、Ａ型事業所およびＢ型事業所の実

態的な限界があることのほかに PSWの就労
支援は専門外という意識があることが明らか

になった。しかしながら、就労移行支援事業

所に所属する PSWにおいては、上記２）に
あるように一般就労を促進する要因があると

期待できる。

本報告は、就労移行支援事業所に所属する

PSW３名のインタビューから、PSWの就労
支援における態度の構成要素およびプロセス

を明らかにしたものである。今後は就労継続
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支援事業Ｂ型および精神科デイケア所属の

PSWの６名の分析を行い、所属機関による
違い、或いは所属機関によらずに共通したも

のなどを明らかにし、一般就労支援を阻害し

ている構成要素への対応、アプローチを示し

ていくことが課題である。
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